
重要な会計方針 

 

１ 減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物       １０年～１５年 

車両運搬具         ６年 

工具器具備品    ５年～１５年 

２ 引当金計上基準 

（１）賞与引当金 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合

う分を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、発生年度に一括処理しております。 

３ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

  ① 取得差額がないもの 

    原価法（売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

  ② 取得差額があるもの 

    償却原価法（定額法、売却原価は先入先出法により算定）によっております。 

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の平成１９年３月末利回りを参考に１.６５％で計算しております。 

６ リース取引の処理方法 

  リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７ 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

（会計方針の変更）  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（「固定資産の減損に係

る独立行政法人会計基準の設定及び独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法
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人会計基準研究会、財政制度審議会財政制度分科会法制公会計部会公企業会計小委員会  

平成１７年６月２９日）及び「「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固

定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、

財務省主計局、日本公認会計士協会 平成１７年８月））を適用しております。 

 これによる影響はありません。 
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注記事項 

 

１ 貸借対照表 

固定資産の減損について 

（１）減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

種類 １回線当たり帳簿価額 回線数 帳簿価額 

電話加入権 13,000 円 34 回線 442,000 円 

（２）減損の認識に至った経緯 

   市場価格が下落している状況にあるため。 

（３）損益計算書における計上金額 

   帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しません。 

（４）回収可能サービス価額の概要 

   ＮＴＴ東日本の公定価格 37,800 円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値

相当額が正味売却価額（102 千円）を上回るため、使用価値相当額（1,285 千円）を

回収可能サービス価額としました。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書 

  資金の期末残高の貸借対照表上の科目 

現金及び預金        7,309,118,684 円 

うち定期預金        2,544,000,000 円 

            （差引）資金残高      4,765,118,684 円 

 

３ 行政サービス実施コスト計算書 

  行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見込額 

              計上額              10,101,912 円 

       うち国からの出向職員分     10,101,912 円 

 

４ 有価証券関係 

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの              （単位：円） 

区   分 
期 末 に お け る 

貸借対照表計上額 
期末における時価   差    額 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 
63,332,415,688 64,989,691,400 1,657,275,712 

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの 
24,070,434,687 23,646,380,000 △ 424,054,687 

合   計 87,402,850,375 88,636,071,400 1,233,221,025 
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（２）事業年度中に売却した満期保有目的の債券            （単位：円） 

区  分 売却原価 売 却 額 売却損益 売却の理由 

国債・地方債等 2,657,741,961 2,686,439,000 28,697,039 高利回り債への切り替え等 

社債 200,000,000 201,558,000 1,558,000 高利回り債への切り替え 

合  計 2,857,741,961 2,887,997,000 30,255,039  

 

（３）満期保有目的の債券の期末日以後における償還予定額       （単位：円） 

区    分 １  年  以  内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10  年  超 

国債・地方債等 

金融債 

社債 

6,772,000,000 

2,100,000,000 

2,700,000,000 

25,943,000,000 

2,200,000,000 

4,100,000,000 

26,712,000,000 

0 

5,100,000,000 

8,400,000,000 

0 

3,500,000,000 

合    計 11,572,000,000 32,243,000,000 31,812,000,000 11,900,000,000 

 

５ 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として、役員について役員退職手当支給規程、職員については職

員退職手当支給規程による退職一時金制度を、また、役員及び職員に対して厚生年金

基金制度を設けております。 

 

（２）退職給付債務 

退職給付債務  

役員の退職一時金（簡便法） 3,909,872 円 

職員の退職一時金（簡便法） 545,583,151 円 

厚生年金基金（原則法） 638,166,697 円 

退職給付債務 計 1,187,659,720 円 

年金資産（厚生年金基金） （△） △ 352,888,362 円 

退職給付引当金 834,771,358 円 

 

（３）退職給付費用 

勤務費用  

役員の退職一時金（簡便法） △ 623,160 円  

職員の退職一時金（簡便法） 5,760,114 円  

厚生年金基金（注） 11,340,897 円  

勤務費用 計 16,477,851 円  

利息費用 12,360,285 円 

期待運用収益 （△）    △ 25,190,811 円  

数理計算上の差異の（費用）処理額 19,619,209 円  

合計 23,266,534 円  

   （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
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（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（厚生年金基金のみ対象） 

  ① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

  ② 割引率 2.0％ 

  ③ 期待運用収益率 7.6％ 

  ④ 数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括処理 

 

６ セグメント情報 

  当勘定は、単一セグメントによって事業を行っているため、開示すべきセグメント情

報はありません。 

７ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

８ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。  
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